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Ⅰ　はじめに
　本学において、将来、警察官になりたいとの
希望を持って私のところに相談に来る学生が多
くある。このような学生を通じてよく感じるこ
とは、警察の仕組みや実務についての知識が意
外に少ないとうことである。私は、このような
学生と接するたび、学生にとって最も大切な選
択の一つである職業選択に際して、このような
ことが原因となり誤った選択をしてしまうよう
なことは絶対にあってはならないと思ってきた
ところである。このようなことから、今回、こ
のような学生にとって、少しでも役に立つよう
な解説書の作成に取り組もうと考えた。
　先ず、日本における現在の警察制度の成立ち
について考察すると、近代の警察制度が日本に
誕生したのは明治期になってからである。それ
までも日本には警察の機能をはたすものとして
検非違使や奉行といった制度があったが、これ
らの制度は、いずれも近代国家が有する警察機
能と軍事や司法といった機能とが明確に分離し、
独立したものではなかった。そこで当時、近代
国家の建設を目指していた明治政府は、明治５
年（1872年）になり外国の警察制度を調査、研究
するために司法省視察団を欧米諸国へ派遣した。
そして、その調査団に加わっていた川路利良が
帰国後に政府に建議を提出したのを受け、明治
７年（1874年）に新たに内務省を設置した。また、
それまで司法省にあった警保寮を内務省へ移管
してこの警保寮で全国の警察事務を統括するこ
ととした。更には、東京に政府直属の東京警視
庁を設置して川路利良を初代長官とし、そして
翌年の明治８年には行政警察規則を制定して日
本の近代警察制度の基礎を創り上げた2）。
　しばらくして、日本は昭和20年（1945年）に
なり第二次世界大戦の終戦を向えたが、その
後、日本を占領した連合国軍総司令官総司令部
（GHQ）は、日本の警察制度の根本的な改革に
着手した。それまで警察が有していた大幅な権
限を縮小させるとともに警察を民主的にコント
ロールできるよう公安委員会制度の導入を図っ
たのである。これは昭和22年（1947年）９月の
マッカーサー書簡で示され、日本政府はこの方
針に沿う形で同年、警察法（旧警察法と呼称）
を制定することで実行された 13）。
　この旧警察法は、それまでの明治政府が創り
上げた国家警察制度とは異なり、自治体警察と
国家警察の２つの柱からなる制度だった。人口
5000人以上の市町村に自治体警察（全国に約
1600）と、自治体警察が設置されない区域を管
轄するための国家地方警察とからなるものだっ
た。このようにして新しくできた自治体警察は、
その市町村公安委員会が管理することとされ、
費用はその市町村が負うこととされた。市町村
公安委員は市町村長が市町村議会の同意を得て
任免し、市町村公安委員会が自治体警察署長を
任免、自治体警察署長は自治体警察職員を任免
するとされた。一方、国家警察は、自治体警察
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の設置区域以外の村落地域を管轄するために置
かれ、その管理は、内閣総理大臣が国会の同意
を得て任命する国家公安委員会が担うこととさ
れた。しかし、この自治体警察制度は、当初か
ら広域的な犯罪への対処や予算面などで課題を
抱えているものだった。
　現在の警察法は、昭和29年（1954年）に、こ
の旧警察法を改正して作られ、それ迄の市町村
単位の自治体警察から都道府県単位の自治体警
察制度へと改正された。同時に、国家的な性格
や全国的に統一性を有すべき部分については国
の関与を認めることとされ、国の機関である警
察庁はその所掌事務について都道府県警察（地
方警察）を指揮監督することも新たに規定され
た（警察法第16条等）。このようにして現在の
都道府県警察は、都警察の本部として警視庁、
道府県警察の本部として道府県警察本部が置か
れることとなった（同法第36条）のである。
Ⅱ　警察組織のしくみ
１　組織概要
　図１には「現在の国の警察組織（警察庁）の
概要」を示した。現在の日本の警察は、都道府
県単位に置かれた都道府県警察（地方警察とも
いう）と、国の機関である警察庁からなってい
る（同法第３章、第４章）。そして警察庁は、
長官官房と生活安全局、刑事局、交通局、警備
局、情報通信局の５つの局からなり（同法第19
条）、その所掌事務について都道府県警察を指
揮監督している（同法第21条等）。
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２　公安委員会制度（同法第２章）
　公安委員会制度は、前述のとおり、戦後、占
領軍の連合国軍総司令官マッカーサーの書簡を
踏まえて採用された制度であるが、現在の警察
法では、第１条で、この法律の目的として「民
主的理念を基調とする警察の管理と運営を保障
し、且つ、能率的にその任務を遂行するに足る
警察の組織を定める」と規定しており、この趣
旨からしても、まさに民主的な理念を基調とし
て警察を管理する制度として採用されたものと
考えられる。
１）　国家公安委員会と警察庁
　⑴　国家公安委員会（同法第３章）
　国家公安委員会は、内閣総理大臣の所轄の
下に置かれ公安委員長及び５人の公安委員か
らなっており、委員長は国務大臣がなり、委
員は総理大臣が両議院の同意を得て任免され
る。その任期は５年で１回は再任できる（同
法第６条、７条、第８条）。また、公安委員
会が総理大臣の所轄の下に置かれている理由
は、政治的中立性を保持する必要から総理大
臣から指揮監督されることなく、独立して警
察を管理できるようにするためであるとされ
ている。
　⑵　国家公安委員会の任務
　国家公安委員会は、国の公安に係る警察運
営をつかさどり警察教養をはじめ警察通信等
の事項を統括し、警察行政に関する調整を行
うことにより個人の権利と自由を保護し、公
共の安全と秩序を維持することを任務として
いる。また、そのために警察の制度や企画、
立案や予算、監察の指示、懲戒事由の報告義
務、苦情への対応なども任務とされている（同
法第５条、同法第12条の２、３、４）。しかし、
国家公安委員会とはいっても警察業務につい
ての専門家ではないので個別具体的な指揮監
督を行うことまでは想定されておらず、具体
的には、警察庁長官の任免の事務や大綱方針
を提示すなどして警察を管理することとされ
ている。
⑶　警察庁（同法第３章）
　国の警察機関である警察庁は国家公安委員
会の下に置かれ（同法第15条）、国家公安委
員会の管理の下に、警察に関する制度の企画
及び立案、予算、政策評価、大規模災害、騒
乱、ハイジャック、爆発物所持等の犯罪、広
域組織犯、広域犯罪、国外犯、国際捜査援助、
皇宮警察、警察教養施設、警察通信施設、犯
罪取り締まり情報解析、犯罪鑑識、統計装備、
警察職員の任用などの基準、監察等々に関す
る多くの業務を行っている（同法第17条）。
　警察庁の長である警察庁長官は、国家公安
委員会が内閣総理大臣の承認を得て任免さ
れ、国家公安委員会の管理に服しながら警察
庁の庁務を統括し、さらに職員の任免、服務
について統督し、都道府県警察を指揮監督す
るとされている（同法第16条）。
　警察庁には、長官と補佐機関である次長（同
法第18条）、内部部局として長官官房、生活安
全局、刑事局、交通局、警備局及び通信局が置
かれている（同法第19条）。その他に附設機関
として警察大学校、科学警察研究所、皇宮警
察本部が置かれている（同法第27条、28条）。
また、他に地方機関として東北、関東、中部、
近畿、中国、四国、九州の７か所に管区警察局
が置かれ、それぞれに管区警察学校が附設さ
れている（同法第30条～32条）。北海道には、
国の管区警察局はなく、北海道本部がこの管
区警察局と同じ機能を有している。
　長官官房の業務は、主に警察行政に係る基
本的な施策の企画、立案、各部門間の総合調
整、人事、教養、会計等の事務などである（同
法第21条）。生活安全局は、主に犯罪、事故
その他の事案に係る市民生活の安全と平穏を
確保することや地域警察に関すること、犯罪
の予防に関すること、保安警察（環境関係犯
罪、経済関係犯罪、風俗関係犯罪等）に関す
る事務を担当している（同法第22条）。刑事
局は、主に刑事警察や犯罪鑑識、犯罪統計、
暴力団対策、薬物銃器犯罪の取締り、組織犯
罪の取締り等に関する事務を担当している（同
法第23条）。交通局は交通警察に関すること
事務の全般を（同法第23条の２）、警備局は
主に警備警察や警衛、警護、警備実施、外事
警察に関する事務を（同法第24条）、情報通
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信局は主に警察通信や情報の管理、技術的研
究、犯罪取締りのための情報技術の解析等の
事務を担当している（同法第25条）。
　また、警察大学校は、主に幹部職員教養を
担当しており、付属機関として特別捜査幹部
研修所や財務捜査研究センター、国際警察セ
ンター、警察政策研究センター、警察情報通
信研究センターなどがある（同第27条）。科
学警察研究所（略称：科警研）は、警察庁
の附置機関で鑑定技術の確立、鑑定機材の開
発、少年非行の解明、犯罪防止対策、交通の
安全と円滑に関する調査研究、都道府県警察
や裁判所、検察庁からの嘱託による鑑定、検
査などを主に担当している（同法第28条）。
　ところで警察には科学警察研究所と似た名
称で科学捜査研究所（略称：科捜研）という
機関があるが、これは都道府県警察の附設機
関であり、犯罪捜査に関する化学や物理学、
工学、心理学等の研究、実験や法医学、鑑定、
検査等を行っている。また、皇宮警察は、天
皇その他皇族の護衛、皇居及び御所の警備等
を担当しており、護衛署としては坂下、吹上、
赤坂、京都の４か所がある（同法第29条）。
２）　道府県公安委員会と都道府県警察の関係
⑴　都道府県公安委員会（同法第４章第２節）
　都道府県公安委員会は、都道府県知事の所
轄の下に置かれ、３人ないし５人の委員から
なる（都、道、府及び指定県（資料②参照）
の委員は５人、その他の県は３人）。委員長
は委員の互選で選出される（同法第38条、第
43条）。都道府県公安委員会の任務は、概ね
国家公安委員会と警察庁との関係と同様で、
大綱方針を示して都道府県警察を管理するこ
とであるとされているが、実働の都道府県警
察を管理するといった性質上、場合によって
は国家公安委員会より立ち入った関与もあり
得えるとされている（同法第38条）。
　具体的には、都道府県警察の事務又は都道
府県警察職員の非違に関する監察について必
要があると認めるときは、その指示は具体的
又は個別的な事項にわたることができると規
定されている（同法第43条の２）。都道府県
公安委員は都道府県知事が都道府県議会の同
意を得て任命されるが、都、道、府及び指定
県の場合には５人のうち２人は、その当該指
定市の市長がその市議会の同意を得て知事に
推薦することとされている（同法第39条）。
ただし、北海道警察本部は、札幌方面、函館
方面、旭川方面、釧路方面、北見方面の５つ
の方面に分けられ、方面ごとに方面本部が置
かれている。そして北海道公安委員会（公安
委員５人）が北海道警察本部と札幌方面本部
を管理し、他の４方面本部は、それぞれ方面
ごとの方面公安委員会（公安委員３人）が管
理することとされている。
⑵　都道府県公安委員会の任務
　都道府県公安員会の具体的な任務は、警察
組織に対する権限としては警察庁及び他の都
道府県警察への援助要求（同法第60条）、都
道府県警察の事務又はその職員の非違に関
し、具体的な監察の指示ができるとされてい
る（同第43条の２）。警察組織以外に対する
権限としては、風俗営業等の規制及び業務の
適正化に関する法律による営業許可や取消
し、停止、質屋営業法による営業許可や取消
し、停止、ほかには道路交通法、警備業法、
銃砲刀剣類所持等取締法、麻薬及び向精神薬
取締法、暴力行為等処罰に関する法律、放射
線同位元素等による放射線障害の防止に関す
る法など、各種法令や条例にもとづく広範な
権限を有している。
　⑶　都道府県警察本部
　都道府県の警察機関として警視庁及び各道
府県警察本部が設置されているが、これらの
長は、東京都は警視庁総監、ほかは都道府県
警察本部長となる（同法第47条、第38条）。
都道府県警察本部（以下警視庁を含む）によっ
てそれぞれ多少異なるが、組織は概ね警務部、
生活安全部、刑事部、交通部、警備部の５つ
の部から構成されている（同法第58条、警察
法施行令第４条、内部組織の基準等）。都、
道、府及び指定県等では総務部、地域部、組
織犯罪対策部等を加えた組織構成になってい
るところもある。
　⑷　警察署等
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　都道府県警察には、各都道府県警察本部の
下にその管轄する各都道府県地域を分担し
て、それぞれの管轄区域において警察事務を
処理する警察署が置かれ、警察署の長である
警察署長は、警視総監、警察本部長、方面本
部長又は市警察部長の指揮監督を受けなが
ら、その管轄区域内における警察事務を処理
し、そして所属の職員を指揮監督することな
どを任務としている（同法第53条）。
　⑸　警察署協議会
　平成12年に警察法が改正された際、警察の
独善を防止し、本来あるべき国民のための警
察を実現するとの観点から、公安委員会の管
理機能を強化する改正が行われた。そして新
たに警察署の運営に関して署長の諮問に応じ
たり住民の意見を述べたりする機関として警
察署協議会を置くこととされた。警察署協議
会の委員は、都道府県公安委員会が委嘱する
こととなっており、定数は人口や管内情勢、
交番等の数を勘案して決められている（同法
第53条の２）。
　⑹　教育訓練のしくみ
　警察官の教養は、学校教養と職場教養とに
大別され、その学校教養は主に警察官として
採用されたばかりの者を対象にした採用時教
養と、昇任試験に合格した者が上級階級へ昇
任するための任用教養、専門或いは特殊な知
識を習得するための専科教養の３つに分かれ
る。国の教育機関としては、東北、関東、中部、
近畿、中国、四国、九州の７か所に置かれてい
る各管区警察学校と、都内にある警察大学校
がある（同法第27条）。この７つの管区警察学
校では、主に巡査部長、警部補の階級にある
者を対象とした基本教養（任用（昇任）教養）や
専科（専門）教養が行われており（同法第32条）、
警察大学校では警部以上の階級の者を対象と
した基本教養（任用（昇任）教養）や専科（専門）
教養が行わられている（同法第28条）。
　ちなみに、都道府県警察官として採用され
たばかりの者は、各都道府県に置かれた警察
学校において警察官として必要な知識や教
養、各種技術の習得に努めることとなる（同
法第54条）。
Ⅲ　警察実務
　ここでの警察実務とは、都道府県警察官が実
際の日常業務において行っている具体的仕事を
意味する。都道府県警察の場合は、その規模等
により部署や係の名称が異なる場合が多いこと
から、ここでは筆者が長年お世話になった宮城
県警察を基に解説をしていくこととする。また、
警察官の業務は、各部門別に解説した方がより
分かりやすいと考えられるので、より身近と思
われる地域警察業務から刑事警察、交通警察、
警備警察、生活安全警察、警務警察の順に解説
して行く。なお、通信実務については、そのほ
とんどが通信技術の専門領域となっていること
から、ここでは説明を割愛する。
１　地域警察部門
　警察官の中でも我々に最も身近なのは、やは
り交番や駐在所に勤務する制服を着ている警察
官だと思う。このような警察官は地域警察官と
呼ばれ、地域警察部門に所属している。
１）　地域警察の業務概要
　警察は組織上、警察庁の生活安全局の中に
地域課があることは、警察組織のしくみの中
でも解説したが、それに対応して各都道府県
警察本部には地域部が置かれている。この地
域部に所属する警察官は、警察官の全体の約
４割を占めているとも言われ、警察官の多く
が地域警察業務に従事している。常に制服を
着用し、市民の日常生活の安全と平穏を確保
するため、直接、市民と接しながら24時間切
れ目なく警戒態勢を保持し、管轄地域で発生
する様々な警察事象に対して必要な警察措置
を講じている。
２）　警察本部の地域警察業務
　警察本部の地域部の中には地域課、通信指
令課、機動警ら隊、鉄道警察察隊などといっ
た所属がある。地域課は、地域部内の筆頭課
であり主に地域警察の総合的企画及び調整等
をするところで、地域警察の全体を仕切る業
務をしている。通信指令課は、通信指令室を
設け、受理した110番通報の内容を警察署等
に伝え、地域警察官等をいち早く現場に急行
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させるなどの業務や逃走した犯人を捕まえる
ために緊急配備等を発令するなどしている。
機動（自動車）警ら隊は、主にパトカーによ
るパトロールを行いながら積極的な職務質問
による事件検挙や各種事件・事故へ初動対応
を行っている。鉄道警察隊は、列車内におけ
る警乗（警察官が列車に乗務し、列車内の犯
罪の検挙、予防などに従事すること）や駅等
の鉄道施設及びその周辺のパトロールなどの
業務を行いながら痴漢、すり、置き引きなど
の犯罪の取締りを行っている。
３）　警察署の地域警察業務
　各警察署には警察本部の地域部の業務に対
応する地域課が置かれている。この地域課の
下に交番、駐在所が置かれ、それぞれの管轄
区域内において地域警察業務を行っている。
　ちなみに警察官に採用されたばかりの者は、
都道府県警察学校において一定期間の教養を
受けた後、ほとんどが警察署地域課の交番や
駐在所勤務からスタートする。交番、駐在所
での仕事は、パトロールや立番等による警戒
をはじめ、巡回連絡、地理案内、遺失物の取
扱い、広報活動などである。このような仕事
を通じて管轄区域内の実態把握や住民の意見
や要望等に応える活動なども行っている。
２　刑事警察部門
　テレビや映画によく登場する刑事と呼ばれる
警察官は、刑事警察部門に所属する警察官であ
る。組織上、警察庁に刑事局があり、これに対
応して各都道府県警察本部には刑事部が置かれ
ている。
１）　刑事警察の業務概要
　刑事警察部門に所属する警察官は、主に住
民の生活を脅かす殺人、強盗、窃盗、巧妙悪
質化する詐欺、組織的に敢行される暴力団犯
罪、銃器・薬物犯罪、来日外国人犯罪などの
事件捜査や犯人検挙が主な活動であるが、ほ
かにも犯罪鑑識活動や犯罪統計なども行って
いる。
２）　警察本部の刑事警察業務
　警察本部の刑事部の中には刑事総務課、捜
査一課、捜査二課、捜査三課、鑑識課、組織
犯罪対策課、暴力団対策課、銃器薬物対策
課、機動捜査隊科学捜査研究所等といった所
属がある。刑事総務課は、刑事部内の筆頭課
であり刑事警察の総合的企画及び調整等をし
ており、刑事警察全体を仕切る元締めのよう
な仕事をしている。捜査一課は、主に殺人、
強盗、強制性交、傷害、放火、恐喝、脅迫な
どの犯罪の取締といった業務をしている。捜
査二課は、主に詐欺、背任、横領や贈収賄等
の汚職事件、選挙違反等いわゆる知能犯と言
われる事件の捜査を、捜査三課は、窃盗と言
われる犯罪捜査を、鑑識課は、犯罪鑑識活動
と言われる証拠の収集、鑑定、検査等の業務
を主に行っている。ほかにも機動捜査隊は、
車両の機動力を駆使して凶悪、重要犯罪の初
動捜査や広域重要犯罪等の捜査を行ってお
り、科学捜査研究所は既に説明したとおり犯
罪捜査に関する化学、物理学、工学、心理学
等の研究、実験や法医学、鑑定、検査等を行っ
ている。
　組織犯罪対策課は、組織的に行われる犯罪
対策の総合的企画及び調整をする課であり、
組織犯罪対策業務全体を取り仕切る元締めと
言った業務をしている。この組織的に行われ
る犯罪対策とは、暴力団などのように組織的
に行われる犯罪や銃器薬物事件などの捜査を
言いう。暴力団対策課は、暴力団等に係る犯
罪捜査を、薬物銃器対策課は、拳銃や薬物に
係る事件捜査を主な業務としている。
３）　警察署の刑事警察業務
　各警察署には警察本部の刑事部の業務に対
応する刑事課が置かれている。刑事課の中に
は捜査庶務係、捜査係、鑑識係等といった係
が置かれている（ところにより刑事一課、刑
事二課等に分かれるところもある）。そして、
警察署の刑事課では、管内におけるすべての
刑事警察業務に対応する活動を行っている。
３　交通警察部門
　白バイやパトカーによる交通取り締まりや交
通事故捜査などに従事している警察官をよく目
にすると思うが、このような活動をしている警
察官が交通警察官である。
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１）　交通警察の業務概要
　交通警察も組織上、警察庁に交通局があ
り、これに対応して各都道府県警察本部には
交通部が置かれている。この交通部に所属す
る警察官は、交通違反の指導や取締、交通事
故事件の捜査、交通安全教育等の業務をして
いる。交通警察の仕事を要約すると、道路に
おける危険を防止して交通の安全を図ること
と交通の円滑を図ること、そして道路の交通
に起因する障害を防止することである。
２）　警察本部の交通警察業務
　警察本部の交通部の中には交通企画課、交
通規制課、交通指導課、運転免許、運転教育
課、交通機動隊、高速道路交通警察隊等と
いった所属が置かれている。交通企画課は、
交通部内の筆頭課であり主に交通警察全体の
総合的調査、研究及び企画、調整を業務とし
ており交通警察全体を取り仕切るいわゆる交
通警察の元締めのような業務をしている。
交通規制課は、主に交通の規制（信号機、道
路標識、道路標示）、管制の調査と実施、道
路使用許可などを業務としている。交通指導
課は交通指導取締り、交通事件事故の鑑識活
動、交通事故捜査、暴走族対策等を行ってお
り、運転免許課は運転免許の許可、取消し、
停止等の処分、更新、講習などの業務を行っ
ている。運転教育課は運転免許試験、更新時
講習、停止処分者講習、運転免許証の作成交
付などの業務を主に行っている。また、交通
機動隊は機動力を駆使した交通の指導、取締
りを行っており、高速道路交通警察隊は、高
速道路における交通指導取締り、交通事故捜
査、交通規制等の業務を主に行っている。
３）　警察署の交通警察業務
　各警察署には警察本部の交通部の業務に
対応する交通課が置かれている。交通課の中
に庶務係、指導取締係、交通事故係等といっ
た係が置かれている（ところにより交通一課、
交通二課等に分かれるところもある）。そして、
警察署の交通課では、管内におけるすべての
交通警察業務に対応する活動を行っている。
４　警備部門
　災害現場での救助活動や山岳遭難現場での活
躍等がよくマスコミ等に取り上げられるが、こ
のような活動している警察官が警備部門に所属
する警察官である。
１）　警備警察業務の概要
　組織上、警察庁に警備局があり、これに対
応して各都道府県警察本部には警備部が置か
れている。この警備部に所属する警察官は、
私たちの国の社会体制を違法に破壊したり侵
害したりすることの防止や、このような事件
に関する捜査、大規模災害、ハイジャック、
爆弾テロ等への対処等を主な業務としている。
２）　警察本部の警備警察業務
　警察本部の警備部の中には公安課、警備課、
外事課、機動隊等の所属が置かれている。公
安課は、警備部内の筆頭課であり主に警備警
察の運営一般に関する調査、研究及び総合的
企画や調整を業務としており、警備警察全体
を取り仕切るいわゆる警備警察の元締めのよ
うな仕事をしている。具体的には、内乱に関す
る罪、外患に関する罪、破壊活動防止法に規定
する罪あるいは合衆国の機密を犯す罪と言っ
た、いわゆる国に対する犯罪や、極左、右翼、
労働事件等といった事件捜査等を行っている。
　内乱や外患とは、刑法第77条１項に規定さ
れている犯罪のことである。内乱は内部から
国の統治機構を破壊し、又は領土において国
権を排除して権力を行使し、その他憲法が定
める統治の基本秩序を壊乱することを目的と
して暴動を起こすこと。外患は国家の存立
を外部から侵害する行為のことを言う。警備
課は、主に緊急事態への対処、災害への対処
のほか治安警備の実施、警護警衛等の業務を
行っている。機動隊は、集団でおこなわれる
不法行為や災害への対応を業務としており、
爆発物、化学物質の処理、潜水やレスキュー
活動、緊急援助活動等を行うためのサットの
ような各種専門（特殊）部隊が隊内に置かれ
ている。外事課は、主に外国からの我が国の
公共の安全と秩序を脅かす犯罪、または利益
に係る犯罪の取締りや、これらの犯罪に関す
る情報収集を業務としている。最近では、我
23
紀野國　宏明
が国の在外邦人（外国にいる日本人）へのテ
ロや国内での国際テロの脅威も高まっており
これらへの対応も重要な業務となっている。
３）　警察署の警備警察業務
各警察署には警察本部の警備部の業務に対応
する警備課が置かれている。警備課の中に庶
務係、警備係、実施係等といった係が置かれ
ている（ところにより一課、二課などに分か
れるところもある）。そして、警察署の警備
課では、管内におけるすべての警備警察業務
に対応する活動を行っている。
５　生活安全警察部門
　生活安全警察という言葉は、なかなか耳にす
ることは少ないかもしれないが、DV（domestic 
violence の略）や児童虐待、ストーカー、サイ
バー犯罪、少年補導、家出人届出等といった言
葉はよく耳にすると思う。このような事案への
対応をするのが生活安全警察である。
１）　生活安全部の業務概要
　警察は、組織上、警察庁に生活安全局があ
り、これに対応して各都道府県警察本部に生
活安全部が置かれている。この生活安全部に
所属する警察官は、要約すると、市民生活の
日常の安全と平穏を確保することを業務とす
るとされている。とりわけ幅広い分野を仕事
の対象としており、業務を行政活動と捜査活
動に分けた場合、他の部門と比較しても行政
活動の比重が非常に高い部門であるともいえ
る。
２）　警察本部の生活安全警察業務
　警察本部の生活安全部の中には生活安全企
画課、県民安全対策課、少年課、生活環境課、
サイバー犯罪対策課の所属がある。生活安全
企画課は、生活安全部の中の筆頭課であり主
に生活安全警察等の運営に関する調査及び研
究や犯罪、事故その他の事案に係る市民生活
の安全と平穏に関する業務をしており、いわ
ゆる生活安全警察を取り仕切る元締めのよう
な業務をしている。県民安全対策課は、主に
人の生命や身体の安全を早急に確保する必要
な事態への対処等を業務としており、DVや
ストーカー、行方不明者の発見などの活動を
している。少年課は主に少年の非行防止及び
安全指導、少年犯罪の捜査、少年補導や少年
相談等の業務を行っており、生活環境課（生
活経済課）は主に経済関係事犯や環境・公害
関係事犯、保健衛生事犯等の取り締まりなど
を、サイバー犯罪対策課はインターネットそ
の他の高度情報通信ネットワーク関係事犯等
の取り締まりなどを行っている。
　また、近年は警察に対する相談件数が急増
しており、生活安全警察に対しても多種多様
な相談が数多く寄せられ（全国で約200万件
以上）、特に、DVやストーカー、行方不明、
児童虐待事案等の相談が急増している。
３）　警察署の生活安全警察業務
　各警察署には、警察本部の生活安全部の業
務に対応する生活安全課が置かれている。生
活安全課の中に安全係、生活環境係、少年係
等などの各係が置かれ、管内におけるすべて
の生活安全警察業務に対応する活動を行って
いる。
６　警務警察部門
　警務警察は、とりわけ警察における内部管理
の事務を主な業務とする部門で、他部門と比較
して外部との接点が少なく、あまり目立たない
が組織管理や人事管理、文書管理、財務管理等
といった組織の基盤を支える大変重要な業務を
担当している（ところにより警務部と総務部が
独立して置かれているところもある）。
１）　警務警察の業務概要
　組織上、警察庁には長官官房があり、それ
に対応するものとして各都道府県警察本部に
警務部が置かれている。警務部に所属する警
察官は、採用や人事、警察官としての必要な
教養、職務倫理、給与や保障、福利厚生等を
はじめ、文書管理、能率管理、警察予算等の
幅広い仕事を行っている。
２）  警察本部の警務警察業務
　警察本部の警務部には警務課、教養課、監
察課、厚生課、総務課、会計課、装備施設課、
広報相談課、情報管理課、留置管理課等の所
属が置かれ、総務課に都道府県公安委員会補
佐室が附設されている。警務課は、警務部内
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の筆頭課であり主に警察組織機構に関する企
画及び調査や人事、採用、給与、被害者支援
等の業務を行っている。教養課は、主に警察
教養（教育）に関する業務、監察課は監察に
関する業務を、厚生課は職員の福利厚生に関
する業務を担当している。総務課は、主に、
機密に関する業務や県議会との連絡業務、文
書管理、情報公開、個人情報保護に関する業
務などを担当し、附設の都道府県公安委員会
補佐室は都道府県警察を管理する都道府県公
安委員会の庶務等の業務を行っている。会計
課は、主に警察予算、決算及び会計を、装備
施設課は警察装備や施設の管理を、県民相談
課は警察安全相談や苦情に関する業務を、広
報広聴課は広報を、留置管理課は警察の留置
管理業務を担当している。
３）　警察署の警務警察業務
　警察署には警察本部の警務部に対応して警
務課と会計課が置かれている（ところにより
留置管理課が置かれているところもある）。
警務課は警察における組織内部の管理業務全
般を担当しており、会計課は会計や遺失拾
得、施設や物品管理等の業務を、留置管理課
は警察署の留置場の管理全般を担当している。
　似たような言葉に留置場と拘置所というも
のがあるが、両者の違いは、留置場は警察署
の施設であり、警察が逮捕等した人を収容す
る施設（留置施設）であり、収容されている
者は、原則として裁判にかけられるかどうか
未だ決まっていない人である。これに対し、
拘置所は、起訴され裁判にかけられることは
決まったが、まだ裁判による判決が確定して
いない人や、その刑が執行されていない人等
が収容されている施設をいう（刑事収容施設
及び被収容者等の処遇に関する法律等）。
７　その他
１）　警察官の階級
　警察官の階級は、巡査、巡査部長、警部補、
警部、警視、警視正、警視長、警視監の順に
８階級からなっており（同法第62条）、おお
よそであるが巡査は係員、巡査部長は主任、
警部補は係長、警部は課長或いは本部の課長
補佐、警視は署長或いは、本部の課長、警視
正は大規模警察の署長或いは本部の部長、警
視長は本部の主要部長或いは本部長、警視監
は主要警察本部の本部長などとなっている。
各都道県警察官の採用試験（国家１種、同２
種採用を除く）に合格した者は、その都道府
県の警察官として採用されると同時に巡査と
して採用される。
　警察内部では、このほかに「巡査長」とい
う階級によく似た職位が使用されているが、
これはここでいう正規の階級ではなく、ある
一定の勤務年数を経過した巡査の中で優れた
指導力があると認められた者が任命される巡
査と巡査部長の間に位置する職位である（昭
和42年国家公安委員会規則第３号）。
２）　勤務体制
　警察官の勤務体制は、他の行政機関とは異
なり警察という業務の特殊性から、24時間、
昼夜を問わないものとなっている。具体的に
は、警察本部の場合は、通常の日中の時間帯
以外の休日や夜間の時間帯は、本部内の各部
局員の中から必要な人員を指定して編成され
る当直勤務体制によって運用される。警察署
もこれと同様であり、署内の各課員の中から
必要な人員を指定して編成する当直体制に
よって運用される。
　このように警察本部や警察署に勤務する警
察官は、普段は日勤勤務（平日８時間稼働、
土日祝祭日休み）をしながら、時々、当直勤
務も行うといた具合である（宮城県警察の当
直に関する訓令平成16年３月23日、宮城県警
察本部訓令第14号）。交番に勤務する警察官
の場合は、その交番勤務員を３つの班に分け、
班ごとの交代勤務によって運用される。駐在
所の場合は、警察官単独による駐在制の日勤
勤務となっている。
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